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第１章 計画策定の目的と方針 

１ 計画策定の目的 

 大規模な地震が発生した場合、筑北村役場（以下「役場」という。）は災害応急対策及び災

害復旧対策、さらには災害復興の中心として重要な役割を担っている。また、災害時であって

も、必要な通常業務は継続して行わなければならない。しかし、役場の被災、断水、停電、通

信などライフラインの機能低下や休日・夜間での職員の参集の遅れ等により、役場の活動に対

して、支障が生じる可能性がある。 

地震発生時の利用できる資源（ヒト、モノ、情報及びライフライン等）に制約がある状況に

おいては、筑北村が全てのニーズに対応することは困難であり、あらかじめ、筑北村の災害リ

スクを考慮して備えを行うとともに、優先度の高い災害対策業務や通常業務を定め、発災直後

から業務を継続できる体制を整えておくことが重要である。 

そのため、大規模な地震が発生した場合を想定し、地震による影響によって役場機能が低下

する状況にあっても業務を継続し、早期にできるだけ通常レベルに復旧させるための事前対策

として「筑北村業務継続計画【地震対策編】」（以下「業務継続計画」という。）を策定する。 

２ 業務継続計画の概要 

（１）業務継続計画 

業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan：ビジネスコンティニュイティプラン）

とは、災害時に行政である役場自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に制約がある状

況下において、応急業務及び継続性の高い通常業務（以下「非常時優先業務」という。）を特

定するとともに、非常時優先業務の業務継続に必要な資源の確保等やその手続きの簡素化、指

揮命令系統の明確化等必要な措置を講ずることにより大規模地震災害時にあっても、適切な業

務執行を行うことを目的とした計画である。 
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（２）業務継続計画策定の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが、業務継続計画を策定

（継続的改善を含む。）することにより、非常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが可

能となる。 

具体的には、地域防災計画や災害対応マニュアルでは必ずしも明らかでなかった「役場も被

災する深刻な事態」も考慮した非常時優先業務の執行体制や対応手順が明確となり、非常時優

先業務の執行に必要な資源の確保が図られることで、災害発生直後の混乱で役場が機能不全に

なることを避け、早期により多くの業務を実施できるようになる。 

また、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期待でき

る。 

 

図２ 発災後に村が実施する業務の推移 

※ 時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図２に記載されている以外の復旧・復興業務 

が徐々に増加していくことに留意する。 

 

（３）非常時優先業務 

 非常時優先業務とは、大規模な地震発生時において優先して実施すべき業務のことであり、

具体的には災害応急対策業務や早期実施の優先度の高い復旧・復興のほか、業務継続の優先度

の高い通常業務が対象となる。 
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第２章 地域防災計画と業務継続計画との関係 

 筑北村地域防災計画は、災害対策基本法第42条に基づき、防災対策を定めた計画である。

また想定される地震災害から、村民の生命、身体及び財産を守るため、村や防災関係機関等が

災害予防、災害応急及び復旧・復興に関し、実施すべき事項が定められている。 

 一方、業務継続計画は、被害による行政機能の低下や、少ない参集職員での行政運営を前提

とすることに関し、優先すべき業務等を定めた計画である。 

域防災計画と業務継続計画との相違点は、次のとおりである。 

 地域防災計画 業務継続計画 

計 画 の 趣 旨 

村内における災害対策に係る実施事

項や役割分担等を規定するための計

画である。 

庁舎等での発災時の限られた資源を

基に、非常時優先業務を目標とする

時間・時期までに実施できるように

するための計画である。 

法 的 根 拠 災害対策基本法第42条 なし 

行 政 の 被 災 

想定していない。 庁舎、職員、電力、情報システム、

通信等の必要資源の被災を評価し、

利用できる必要資源を前提に計画を

策定する。 

対 象 業 務 

災害予防業務 

災害応急対策業務 

災害復旧・復興業務 

災害応急対策業務 

優先度の高い通常業務 

優先度の高い復旧・復興業務 

業 務 開始目標 
必要事項ではない。 

 

非常時優先業務ごとに業務開始目標

時間を定める。 

業 務 従事者へ 

の 飲 料水・食 

料 等 の 確 保 

必要事項ではない。 

 

業務に従事する職員の飲料水・食料、

トイレ等の確保等について検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通 常 業 務 

うち優先度の高い通常業務 

災害応急対策業務 

うち優先度の高い復旧業務 

災害復旧・復興業務 
災害予防業務 

業務継

続計画

(非常

時優先

業務) 
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第３章 被害想定 

 長野県では、平成２６年の長野県神城断層地震のような県内の活断層による地震に備えると

ともに、平成２３年の東北地方太平洋地震のようなこれまで想定していなかった場所・規模の

地震や、将来起こりうるといわれている南海トラフの巨大地震に備えるため、県及び各市町村

の防災対策の新たな基礎資料となる実践的な被害想定を策定し、平成２７年３月『第３次長野

県地震被害想定調査報告書』を公表した。 

この調査による被害想定結果は、本村における今後の地震防災対策の基礎資料として、また

住民一人ひとりの防災意識の高揚と防災対策の推進に当たって有効な資料となるものである。 

本項においては、この報告書のうち、本村に関する被害想定結果の概略等を示すものとする。 

 

『第３次長野県地震被害想定調査報告書』のおける想定地震及びその諸元は、次のとおりである。 

震源諸元 

想定地震 

マグニ 

チュード 

村における 

最大震度 

長さ 

（Km） 

位置等 

長野盆地西縁断層帯 ７．８ ５強 ５８ 飯山市～長野市 

糸魚川－静岡構造線(全体) ８．５ ７ １５０ 小谷村～富士見町 

糸魚川－静岡構造線(北側) ８．０ ７ ８４ 小谷村～松本市 

糸魚川－静岡構造線(南側) ７．９ ５弱 ６６ 安曇野市～富士見町 

伊那谷断層帯(主部) ８．０ ４ ７９ 辰野町～平谷村 

阿寺断層系(主部南部) ７．８ ４ ６０ 岐阜県中津川市～岐阜県

下呂市 

木曽山脈西縁断層帯 

(主部北部) 

７．５ ４ ４０ 木曽町～南木曽町 

境峠・神谷断層帯(主部) ７．６ ５弱 ４７ 松本市～伊那市 

想定東海地震 ８．０ ５弱   

南海トラフ巨大地震 ９．０ ５弱   

この中で、本村に最も影響を及ぼすと予測されているのは、「糸魚川－静岡構造線(全体)の

地震」である。このため、以下、「糸魚川－静岡構造線(全体)の地震」についての想定結果を

中心に記述する。 

なお、地震動の予測も、科学的な知見に基づいて一定の条件で設定しているものであって、

次にその想定地震において発生する地震動を具体的に予測したものではなく、また近い将来こ

れらの地域で想定どおりの地震が発生することを必ずしも意味するものではない。 

（１）建物被害                               （棟） 

液状化 揺れ 断層変

異 

土砂災害 火災 合計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 全壊 半壊 焼失 全壊・焼失 半壊 

＊ 20 3,580 750 0 10 130 0 3,600 900 
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（２）人的被害 

①死者・負傷者・重傷者数                        （人） 

 建物倒壊 うち屋内収納物 土砂災害 火災 ブロック塀等 合計 

死者数 230 10 ＊ 0 ＊ 230 

負傷者数 760 190 ＊ ０ ＊ 770 

重傷者数 430 30 ＊ 0 ＊ 430 

②自力脱出困難者・避難者数                       （人） 

自力脱出

困難者数 

被災1日後 被災2日後 被災1週間後 被災1か月後 

避難所 避難所外 避難所 避難所外 避難所 避難所外 避難所 避難所外 

390 2,180 1,450 2,010 2,010 2,000 2,000 1,360 3,180 

 ※内閣府・中央防災会議の算出手法では、当日、1日目は建物被害を受けた避難者のみが

避難するが、それ以降は断水や停電による避難者が生じると仮定のもと算出されており、

当村のシミレーションでは被災1か月後がピークと算定されている。 

③避難所避難者における要配慮者数       （人） 

被災1日後 被災2日後 被災1週間後 被災1か月後 

460 420 420 290 

 

（３）ライフライン（被災直後） 

固定電話 電力 上水道 

不通回線数（回線） 停電軒数（軒） 断水人口（人） 

1,480（※１） 2,520 4,820 

※１ 停電の影響が100％の場合 

 

（４）物資不足量（発災１日後） 

食料（食） 飲料水（リットル） 毛布（枚） 

4,226 14,076 4,195 

（補足） 

・発災は冬18時、強風時の想定 

・「＊」は「わずか」を示す 

・人的被害は観光客を考慮した場合を示す 

・各数値は1の位で四捨五入しており、合計が合わない場合がある 

 

（５）庁舎の被害想定 

設備 使用の可・不可 状況 

庁舎 可 耐震基準を満たしている 

上下水道 不可 水道管破損により使用不可 
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電気 可 自家発電機により使用可能 

電話 可 自家発電機により使用可能 

ガス 可 プロパンガス 

 

第４章 業務継続計画の発動及び解除 

業務継続計画に基づき、大規模な地震発生時の非常時優先業務を実施する発動基準を次のよ

うに定める。 

１ 業務継続計画の発動 

（１）自動発動 

大規模な地震の発生により、村災害対策本部（以下「本部」という。）が設置され、村内

及び行政機能に甚大な被害が生じた場合とする。 

災害対策本部設置基準 災害対策本部体制（一般災害、地震災害、雪害） 

・ 村内に震度６弱以上の地震が発生したとき 

・ 村に災害救助法による救助を適用する災害が発生し、本部を設置して、その対策を

要すると村長が認めたとき 

・ 村内に相当規模の災害が予想又は発生し、その規模及び範囲等から、本部を設置し

てその対策を要すると村長が認めたとき 

（２）村長の決定による発動 

  地震により多数の被害が発生し、地域住民の生命、身体及び財産を守るために必

要と村長が決定をした場合 

２ 業務継続計画の発動権限者 

発動権限者は、村長とする。 

なお、村長が登庁困難な場合は、次の順によりその権限を委任したものとする。 

○災害時優先業務を実施する発動権限者 

第１順位 第２順位 第３順位 

副村長 教育長 総務課長 

３ 業務継続計画の解除 

業務継続計画は、災害対策本部が解散をしたとき自動的に解除となり、通常業務へ移行する。 

ただし、地域住民の生命、身体及び財産を守るため、村長が必要と認めた場合は継続するこ

とができる。 
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第５章 業務資源の確保 

１ 人的資源 

 職員は、筑北村防災計画に定める参集基準に基づき、発災後、安全な経路を通り、速やかに

参集する。参集した職員は、途上で見聞した情報を報告する。 

 全職員の業務対応人数を次のとおり想定する。 

・村職員（嘱託・臨時職員除く）８２名（H31.4.1現在）の時間別業務対応人数 

参集時間 

（Km圏内） 

1時間 

以内 

（4㎞） 

3時間 

以内 

（12㎞） 

6時間 

以内 

（24㎞） 

12時間 

以内 

（48㎞） 

72時間 

超 

 

対象居住者数 ４２人 ２７人 ８人 ５人 0人 

累計参集数 

（参集率） 

４２人 

（５１%） 

６９人 

（８４%） 

７７人 

（９４%） 

８２人 

（100%） 

８２人 

（100%） 

想定参集率 60% 90% 

想定時間別参集者

数 

２５人 １６人 ５人 ３人 ２５人 

想定累計参集者数 

業務対応人員 

２５人 ４１人 ４６人 ４９人 ７４人 

※参集数の考え方：職員は歩行による参集とし、歩行速度を４㎞/hにて算出 

 （参考：成人の歩行平均速度4～6㎞/ｈ） 

※想定参集率の設定条件 

 ・10％は、本人の死傷及び家族の死傷等被災のため参集できない 

 ・30％は、近所等での救助・救出活動、その他のため72時間以内に参集できない 

２ 物的資源 

（１）庁舎 

資源 現状 事前対策及び災害対策等 

庁舎 本庁舎 本庁舎が使用できなくなった場合

の代替庁舎 

① 坂井支所 

② 坂北総合福祉センター 

常設自家発電機 本庁舎は発電機により使用可

能（2時間20分程度） 

※燃料タンク容量の増設を検討 

※自家発電機使用不可を想定し、蓄

電池施設の整備を検討 

貯水槽 未設置 ※本庁舎専用貯水槽設置を検討 

トイレ 使用不可 ※本庁舎専用の仮設トイレの備蓄
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を検討 

公用車 

 

６３台（H31.4.1） 平時から、こまめに給油を行う 

本庁舎２８台、坂井支所９台、坂北

支所５台、その他２１台 

執務環境 庁舎内のキャビネット等の転

倒防止対策なし 

※転倒防止器具設置の検討 

※は検討を要する事項  

（２）通信 

資源 現状 事前対策及び災害対策等 

電話 災害時優先電話 2回線 坂井支所2回線、坂北総合福祉

センター1回線 

衛星携帯電話 ２台  

ＦＡＸ ２台 坂井支所１台、坂北総合福祉セ

ンター１台 

（３）電算システム等 

資源 現状 事前対策及び災害対策等 

電算等システムサー

バー 

発電機により使用可能 クラウド化により、(株)電算データ

センターにてデータをバックアッ

プしている（住民基本台帳・納税情

報・財務会計等） 

パソコン 情報系148台、基幹系65台 坂井支所  

情報系19台、基幹系5台 

坂北総合福祉センター 

 情報系１台、基幹系１台 

インターネット回線 光ケーブル使用  

電算消耗品 トナー、コピー用紙等の在庫

あり 

平時に在庫確認、適宜補充をしてい

る 

（４）情報 

資源 現状 事前対策及び災害対策等 

IP告知放送 全戸配備 2020年5月までに、防災ラジオに

移行 

防災行政無線 無線機 半固定7台、車載型5

台、携帯型102台、屋外拡声

子局42局 

定期的な訓練を実施 

メール配信 緊急速報メール 

（NTTドコモ、KDDI、ソフ

トバンク） 
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ホームページ 筑北村公式ホームページ  

広報車 公用車 消防指令車 1台  

（５）その他 

資源 現状 事前対策及び災害対策等 

消防、警察、国、県

等との対応 

地域防災計画により対応  

職員の健康管理  従事する職員の健康管理に留意 

※休憩場所の確保、メンタルケア対

応 

食料 備蓄なし ※非常招集時に食料等の持参、ロッ

カー等へ備蓄を指導 

※は検討を要する事項 

第６章 初動期における行動指針及び指揮命令系統 

１ 行動指針 

（１） 初動期（72時間以内）における業務の優先順位 

① 人命救助に関すること 

② 火災等に伴う２次災害の防止に関すること 

③ 被害状況の確認に関すること 

④ 緊急広報に関すること 

（２） 職員在庁時の初期対応方針 

① 自分の安全を確保する 

② 庁舎利用者の安全を確保する 

③ 負傷者等の応急救護 

④ 庁舎の損傷状況の確認 

２ 指揮命令系統 

（１）災害対策本部を設置し、本部の命令に従い業務を行う。 

（２）災害対策本部長の職務代理の決定 

村長（本部長）が登庁困難な場合、職務代理者の順位を次に示す。 

順位 役職 災害対策本部役職 

第１順位 副村長 副本部長 

第２順位 教育長 副本部長 

第３順位 総務課長 総務部長 

なお、第４順位以下は、「筑北村長の職務代理者を定める規則第2条」を準用する。 
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第７章 災害時に実施する業務 

災害により、通常業務と災害応急対策業務が中断や遅延が発生した場合における、村民の生

命や生活、地域社会への影響について評価し、非常時優先業務を選定した。 

業 

務 

業務開始 

目標時間 

区 

分 
選定基準 

想定される業務 

（〇災害応急対応業務、●通常業務） 

非

常

時

優

先

業

務 

発災～ 

３時間 

以内 

A1 

・村民の生命・身体を守るた

めの初動体制の確立、行政機

能の維持・復旧、避難所開設・

運営に係る業務 

○災害対策本部の設置・運営 

○通信機器等の復旧 

○避難所の開設 

○職員の安否確認 

○災害の現状把握 

○救出救助活動 

○村民への災害広報 

○防災関係機関との連絡調整 等 

１２時間 

以内 
A2 

○協定締結団体への応援要請 

○災害ボランティアセンター開設時に係る調整 

●火葬手続き 

●村民の健康管理に関する事務 

●所管施設の安全確認 等 

２４時間 

以内 
A3 

７２時間 

（３日） 

以内 

Ｂ 

・遅くとも３日以内に業務を

着手しないと、村民生活や地

域社会に相当の影響を与える

ため、早期に対策を講ずるべ

き業務 

○福祉避難所の開設 

○ライフラインの応急復旧 

○避難所のし尿・ごみの収集 

○消毒資材等の配布・散布 

○建築物の応急危険度判定 

○物資集配拠点の設置・運営 

●住民票、戸籍等の交付 

●家庭ごみの収集 等 

１週間 

以内 
Ｃ 

・被災者の通常生活復帰に係

る業務 

・非常時優先業務以外で優先

度が比較的高い通常業務 

○支援物資の受付・管理・配分 

○二次災害の防止措置 

○村民相談窓口の設置 

○り災証明書の発行 

○避難所開設期間等に関する協議 

○災害廃棄物１次仮置場の設置・管理 

●保健福祉に関する重要業務 

●諸証明の交付 

●学校、保育園等の再開検討 等 
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１カ月 

以内 
Ｄ 

・業務開始に相応の準備が必

要となる復旧・復興業務 

・発災後、１週間を超え実施

しなくても、村民生活や地域

社会に直ちに影響を与えない

と見込まれる業務 

○生活再建支援業務 

○企業への災害融資関業務 

○災害弔慰金、義援金等の配分 

○応急仮設住宅の建設 

○災害廃棄物２次仮置場の設置・管理 

●坂北支所等における業務拡大 等 

そ

の

他 

１カ月 

以降 
Ｅ 

・発災後、１カ月を超え実施

しなくても、村民生活や地域

社会に直ちに影響を与えない

と見込まれる業務 

●村民生活や地域社会への影響が少ないと見

込まれる通常業務 等 
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第８章 業務継続計画の策定体制及び継続的改善 

１ 業務継続計画の策定体制 

業務継続計画の策定に際しては、全庁的な検討体制とする。検討体制には、非常時優先業務

の所管部署、その実施に必要な資源（庁舎、職員、情報システム等）を所管する部署、そして

業務継続計画のとりまとめを担当する部署をはじめ全部署が検討に参画し、非常時優先業務の

整理等を行う。 

これは、非常時優先業務の整理や必要資源の配分等を検討する際には、部門を越えた優先順

位等の合意形成が必要となるためである。 

２ 業務継続計画の継続的改善 

業務継続計画は一旦策定すればよいというものではない。計画の実効性を確認し、高めていくた

めには、教育や訓練を繰り返し実施していくことが重要であり、そのためには、教育や訓練の計画

等を策定し、これに従い着実に実施することが重要である。 

業務継続に係る訓練には、非常参集訓練、安否確認訓練、非常通信訓練、情報システムのバック

アップからの復旧訓練、災害対策本部を対象とした机上訓練・図上訓練など様々な種類があるが、

これらの訓練で明らかになった課題や改善点は、業務継続計画の改訂で確実に反映させる。 

また、電気、水、食料、人員などの必要資源について点検を行い、平常時から設備の増強、備蓄の

促進、人員確保・育成について計画的に実施しておくことも重要である。 

このように、計画策定後も訓練の実施や必要資源の点検等によりＰＤＣＡサイクルを回し業務継

続計画の実効性を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善 

Ｐｌａｎ（計画） 計画の策定 

Ｄｏ（実行） 訓練等の実施 

Ｃｈｅｃｋ（評価） 点検・検証 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 計画の改定・見直し 


